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平成１６年３月期       個別財務諸表の概要 
平成１６年５月１１日  

会 社 名 株式会社フージャースコーポレーション     上場取引所    東証第二部 
コ ー ド 番 号 ８９０７                   本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ http://www.hoosiers.co.jp） 
代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役  氏名 廣 岡  哲 也 
問合せ先責任者 役 職 名 取締役管理部長  氏名 上垣内 征史          ＴＥＬ（03）3556 - 6681
決算取締役会開催日  平成 16 年 5 月 11 日          中間配当制度の有無   有 
定時株主総会開催日  平成 16 年 6 月 26 日         単元株制度採用の有無  無 
 

１．16 年 3 月期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 
 
 百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 

(1) 経営成績                (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
16 年 3 月期  
15 年 3 月期  

百万円   ％ 
   13,149  （14.0） 

11,535 （195.7） 

百万円   ％ 
1,475  （70.5） 
865  （65.4） 

百万円   ％ 
1,391  （71.7） 
810  （69.0） 

 
 

当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
16 年 3 月期  
15 年 3 月期  

百万円 ％ 
788 （65.3） 
477 （72.9） 

円  銭 
30,910 87 
68,043 09 

円  銭 
27,734 11 
62,364 84 

％ 
39.1 
46.0 

％ 
15.0 
13.5 

％ 
10.6   
7.0   

(注)① 期中平均株式数 16 年 3 月期 25,510 株 15 年 3 月期 7,010 株 
② 平成 14 年 7 月 5 日付で 1 株を 1.5 株に分割しておりますが、平成 15 年 3 月期の期中平均株式数及び 1 株当たり当期純利益

は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 
また、平成 16 年 1 月 20 日付で 1株を 3 株に分割しておりますが、平成 16 年 3月期の期中平均株式数及び 1株当たり当期純
利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

③ 会計処理の方法の変更   無      
④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 中間 期末 

配当金総額 
（年間） 配当性向 株主資本 

配当率 
 

16 年 3 月期  
15 年 3 月期  

円   銭 
4,666   67 
10,300  00 

円   銭 
1,866   67 
  0  00 

円   銭 
2,800   00 

10,300   00 

百万円 
132   
80   

％ 
15.1  
15.1  

％ 
5.0  
5.7  

(注)① 平成 16 年 3 月期期末配当金の内訳   普通配当 1,900 円 00 銭   記念配当 900 円 00 銭 
② 平成 16 年 3月期において、1 株当たり 5,600 円の中間配当を実施しておりますが、平成 16 年 1 月 20 日付で 1 株を 3株に分

割したため、分割後の 1 株当たり配当金を記載しております。 
 
(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 
16 年 3 月期  
15 年 3 月期  

百万円 
 11,188    

7,327    

百万円 
   2,628     

1,403     

％ 
23.5  
19.2  

円  銭 
  90,100  76 
 179,916  19 

(注)① 期末発行済株式数 16 年 3 月期 29,178 株 15 年 3 月期 7,800 株 
② 期末自己株式数 16 年 3 月期     －株 15 年 3 月期     －株 

 
(4) キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
16 年 3 月期  
15 年 3 月期  

百万円 
－    

    1,857    

百万円 
－    

 △10    

百万円 
－    
259    

百万円 
－    

3,302      
２．17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中 間 期 
通 期 

百万円 
4,940    
20,500    

百万円 
565    

2,380    

百万円 
305    

1,285    

円 銭 
740 00  
－    

円 銭 
－   

740 00  

円  銭 
－   

1,480  00  
(参考) 1 株当たり予想当期純利益(通期) 14,680 円 01 銭 

(注) 平成 16 年 8月 20 日付で 1 株を 3株に分割する予定ですが、平成 17 年 3 月期の 1 株当たり予想当期純利益については、期首
に分割が行われたものとして、発行済株式総数の期中平均株式数 87,534 株にて算出しております。 

※上記の予想の詳細につきましては、添付資料の 5,6 ページ(1 【経営成績】)を参照してください。 
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Ⅵ 財務諸表等 
【財務諸表】 

(1) 貸借対照表 

  前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        
１ 現金及び預金   3,302,051   3,855,287  
２ 売掛金   4,200   ―  
３ 有価証券   9,999   ―  

４ 販売用不動産   18,794   ―  
５ 仕掛販売用不動産 ※1  3,224,755   6,345,050  
６ 未成業務支出金   42,405   66,151  
７ 貯蔵品   4,832   12,762  

８ 前渡金   182,596   198,343  
９ 前払費用   201,750   315,377  
10 繰延税金資産   52,710   34,220  
11 未収入金   146,969   1,261  

12 短期差入保証金   2,700   9,449  
13 その他   6,793   97,016  
14 貸倒引当金   △146   ―  

  流動資産合計   7,200,411 98.3  10,934,920 97.7 

Ⅱ 固定資産        
１ 有形固定資産        

 (1) 建物  12,293   20,237   

   減価償却累計額  △3,145 9,148  △4,557 15,680  

 (2) 車両運搬具  12,082   12,082   
   減価償却累計額  △7,908 4,174  △9,239 2,843  

 (3) 器具及び備品  4,765   5,133   

   減価償却累計額  △2,310 2,454  △2,177 2,956  

 (4) 土地   ―   751  

  有形固定資産合計   15,777 0.2  22,231 0.2 
２ 無形固定資産        

 (1) 借地権   ―   463  
 (2) ソフトウェア   5,099   3,923  

 (3) 電話加入権   621   546  

  無形固定資産合計   5,720 0.1  4,933 0.1 
３ 投資その他の資産        

 (1) 投資有価証券   20,347   59,939  
 (2) 関係会社株式   10,000   60,000  
 (3) 長期貸付金   17,747   13,448  
 (4) 長期前払費用   ―   7,650  

 (5) 長期差入保証金   53,089   54,813  
 (6) 保険積立金   5,025   ―  
 (7) その他   ―   30,438  
 (8) 貸倒引当金   △821   △188  

  投資その他の資産合計   105,388 1.4  226,102 2.0 

  固定資産合計   126,886 1.7  253,267 2.3 

  資産合計   7,327,298 100.0  11,188,188 100.0 



 

 － 24 －

 
  前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形   2,324,174   3,435,050  

２ 買掛金   41,348   50,956  

３ 短期借入金   33,000   ―  

４ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 ※1  1,887,000   3,333,000  

５ 未払金   88,507   242,422  

６ 未払費用   72,930   24,373  

７ 未払法人税等   296,349   376,106  

８ 未払消費税等   23,971   6,129  

９ 前受金   601,385   764,042  

10 預り金   127,304   312,091  

11 新株引受権   414   12  

  流動負債合計   5,496,385 75.0  8,544,184 76.4 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金 ※1  425,000   ―  

２ 繰延税金負債   2,567   15,043  

  固定負債合計   427,567 5.8  15,043 0.1 

  負債合計   5,923,952 80.8  8,559,228 76.5 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※2  235,875 3.2  510,826 4.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  255,975 255,975  531,286 531,286  

  資本剰余金合計   255,975 3.5  531,286 4.7 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金   2,150   2,150  

２ 任意積立金        

  別途積立金  250,000 250,000  500,000 500,000  

３ 当期未処分利益   653,770   1,061,567  

  利益剰余金合計   905,920 12.4  1,563,717 14.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※3  5,575 0.1  23,129 0.2 

  資本合計   1,403,346 19.2  2,628,959 23.5 

  負債・資本合計   7,327,298 100.0  11,188,188 100.0 
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高        

１ 不動産販売高  10,868,535   12,875,664   

２ 販売代理手数料  263,706   72,176   

３ 業務受託収入  377,434   200,694   

４ その他収入  25,894 11,535,570 100.0 1,178 13,149,712 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 不動産販売原価  9,105,564   10,308,399   

２ 業務受託原価  255,617 9,361,181 81.2 49,273 10,357,673 78.8 

  売上総利益   2,174,389 18.8  2,792,039 21.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 販売促進費  412,890   307,966   

２ 販売手数料  30,136   295,421   

３ 広告宣伝費  54,499   41,665   

４ 貸倒引当金繰入額  925   41   

５ 役員報酬  26,800   46,900   

６ 人件費  483,324   313,414   

７ 旅費交通費  32,823   23,729   

８ 消耗品費  42,783   47,161   

９ 租税公課  37,795   61,639   

10 減価償却費  4,703   5,046   

11 賃借料  31,898   35,021   

12 支払手数料  73,033   59,436   

13 その他  77,417 1,309,031 11.3 79,207 1,316,651 10.0 

  営業利益   865,358 7.5  1,475,388 11.2 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  1,804   1,518   

２ 有価証券利息  72   203   

３ 受取配当金  510   700   

４ 解約金収入  31,576   14,110   

５ 紹介手数料収入  ―   6,554   

６ 共済契約解約収入  ―   3,200   

７ その他  4,884 38,849 0.3 2,152 28,439 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  64,877   67,634   

２ 新株発行費  4,349   8,663   

３ 支払手数料  9,669   14,324   

４ 公開関連費用  13,539   15,525   

５ その他  1,270 93,707 0.8 6,375 112,523 0.8 

  経常利益   810,499 7.0  1,391,303 10.6 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益        

１ 損害補償金収入  22,241   ―   

２ 投資有価証券売却益  ― 22,241 0.2 63 63 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※1 55   55   

２ 固定資産除却損  ―   78   

３ 投資有価証券売却損  1,070 1,125 0.0 ― 134 0.0 

  税引前当期純利益   831,615 7.2  1,391,232 10.6 

  法人税、住民税及び事業税  395,750   583,805   

  法人税等調整額  △41,182 354,567 3.1 18,891 602,696 4.6 

  当期純利益   477,047 4.1  788,536 6.0 

  前期繰越利益   176,723   323,430  

  中間配当額   ―   50,400  

  当期未処分利益   653,770   1,061,567  
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度については連結キャ

ッシュ・フロー計算書のみを作成しております。 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
１ 税引前当期純利益  831,615 

２ 減価償却費  4,703 
３ 貸倒引当金の増減額(減少：△)  925 
４ 賞与引当金の増減額(減少：△)  △11,921 
５ 受取利息及び受取配当金  △2,387 

６ 支払利息  64,877 
７ 新株発行費  4,349 
８ 投資有価証券売却損  1,070 
９ 固定資産売却損  55 

10 損害補償金収入  △22,241 
11 売上債権の増減額(増加：△)  △1,217 
12 たな卸資産の増減額(増加：△)  △463,128 
13 前渡金の増減額(増加：△)  △24,796 

14 前払費用の増減額(増加：△)  55,574 
15 仕入債務の増減額(減少：△)  2,246,082 
16 前受金の増減額(減少：△)  △425,650 
17 預り金の増減額(減少：△)  351 

18 役員賞与の支払額  △2,500 
19 その他  △138,387 

    小計  2,117,375 

20 利息及び配当金の受取額  2,314 

21 利息の支払額  △67,640 
22 法人税等の支払額  △217,222 
23 損害補償金の受領額  22,241 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  1,857,068 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
１ 定期預金の払戻による収入  10,000 

２ 有形固定資産の取得による支出  △8,154 
３ 無形固定資産の取得による支出  △5,277 
４ 無形固定資産の売却による収入  19 
５ 投資有価証券の売却による収入  828 

６ 関係会社株式の取得による支出  △10,000 
７ 貸付金の回収による収入  2,131 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △10,453 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
１ 短期借入金の純増減額(減少：△)  △9,000 
２ 長期借入れによる収入  2,312,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △2,299,300 
４ 株式の発行による収入  291,750 
５ 配当金の支払額  △35,910 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  259,540 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  2,106,156 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,195,895 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,302,051 
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(4) 利益処分案・利益処分計算書 
 

  利益処分計算書 利益処分案 

株主総会承認年月日  前事業年度 
(平成15年６月24日) 

当事業年度 
(平成16年６月26日予定) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   653,770  1,061,567 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  80,340  81,698  

２ 任意積立金      

別途積立金  250,000 330,340 300,000 381,698 

Ⅲ 次期繰越利益   323,430  679,868 

      
(注) 平成15年12月９日に、第10期の中間配当金 50,400千円(１株につき 1,866円67銭)を配当いたしました。 

 

 

 

(１株当たり配当金の内訳) 

 平成15年３月期 平成16年３月期 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普通株式 10,300 0 00 10,300 4,666 67 1,866 67 2,800 00 

(内訳)       

普通配当 9,200 0 00 9,200 3,766 67 1,866 67 1,900 00 

記念配当 1,100 0 00 1,100 900 00 0 00 900 00 

(注) 平成16年３月期において、１株当たり5,600円の中間配当を実施しておりますが、平成16年１月20日付で１株

を３株に分割したため、分割後の１株当たり配当金を記載しております。 
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重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法 

   (評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

による) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

   同左 

２ たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成業務支出金 

  個別法による原価法 

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産

及び未成業務支出金 

   同左 

 (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品 

  同左 

３ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(1) 有形固定資産 
  建物(建物附属設備を除く) 
  ・・・定額法 
  その他 
  ・・・定率法 
  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

 

４ 繰延資産の処理方法   新株発行費 

  支出時に全額を費用として処理して

おります。 

  新株発行費 

  同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 
  同左 

 (2) 賞与引当金 

  当事業年度より、全従業員を対象と

した年俸制に移行したため、賞与引
当金を廃止しております。 

(2) 賞与引当金 

 

――― 
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項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

――― 

(1) ヘッジ会計の方法 
  金利スワップ取引について特例処

理を行っております。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 
  金利スワップ取引を利用しており

ます。 
   ヘッジ対象 
  借入金利息を対象としておりま

す。 
(3) ヘッジ方針 
  借入金の支払利息に係る金利変動

リスクを回避する目的で金利ス

ワップを利用しております。 
(4) ヘッジの有効性評価の方法 
  特例処理によっているため、金利

スワップについてのヘッジ有効

性の評価を省略しております。 

７ キャッシュ・フロー計

算書における資金の

範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってお

ります。 

――― 

８ その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

  なお、資産に係る控除対象外消費税
等は、発生事業年度の期間費用とし

て処理しております。 

(2) 自己株式及び法定準備金取崩等会計 
  当事業年度より「企業会計基準第１

号 自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成14年２月21日）を適用

しております。なお、この変更に伴

う損益に与える影響はありません。 
(3) １株当たり情報 

  当事業年度より「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。これ
による影響は（１株当たり情報）に

関する注記に記載しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

 

同左 
 

 

(2)  
 

 

 
――― 

 

 
(3)  

 

 
 

 

――― 
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(表示方法の変更) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(貸借対照表) 

１ 未収金は総資産額の1/100を超えたため、区分掲記

することとしました。なお、前事業年度は流動資産

の「その他」に1,454千円含まれております。 

２ 財務諸表等規則の改正により、当事業年度より「資

本準備金」は「資本剰余金」の内訳として、「利益

準備金」「任意積立金」「当期未処分利益」は「利益

剰余金」の内訳として表示しております。 

 

 

(損益計算書) 

  前事業年度までは独立科目で掲記していた修繕費

（当期残高 20,135千円）は、金額が僅少となったた

め、一般管理費の「その他」に含めて表示すること

に変更することとしました。 

(貸借対照表) 

 

 

 

 

――― 

 

 

 

 

(損益計算書) 

 

――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

※1 担保資産及び担保付債務 

 ・担保資産 

仕掛販売用不動産 2,397,491千円
 

※1 担保資産及び担保付債務 

 ・担保資産 

仕掛販売用不動産 3,098,223千円
 

 ・担保付債務 
一年以内返済予定の 
長期借入金 

1,887,000千円

長期借入金 425,000千円
 

 ・担保付債務 
一年以内返済予定の 
長期借入金 

3,333,000千円

 
 

※2 会社が発行する株式の総数 
普通株式    20,000株 

  発行済株式総数 
普通株式     7,800株 

※2 会社が発行する株式の総数 
普通株式    90,000株 

  発行済株式総数 
普通株式    29,178株 

※3 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が5,575千円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

※3 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が23,129千円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 4 偶発債務 

 ・顧客の金融機関からの借入金に対する保証債務 

 544,700千円
 

 4 偶発債務 

 ・顧客の金融機関からの借入金に対する保証債務 

 2,984,600千円
 

 

 ・係争案件 

  当社は、当社が販売代理を行った物件の購入者から、

物件の売主と連帯して67,468千円及び金利を支払う

よう損害賠償請求を平成14年２月25日付で受けてお

りますが、現時点で当該訴訟の結果を予測すること

はできません。 

  (追加情報) 

 ・係争案件 

  当社は、当社が販売代理を行った物件の購入者から、

物件の売主と連帯して67,468千円及び金利を支払

うよう損害賠償請求を平成14年２月25日付で受け

ておりましたが、平成15年12月17日をもって和解が

成立いたしました。これによる和解金の額は4,800

千円であります。 

 

(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※1 固定資産売却損 

 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  電話加入権             55千円 

※1 固定資産売却損 

 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  電話加入権             55千円 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度については連結キャ

ッシュ・フロー計算書のみを作成しております。 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成15年３月31日) 

  現金及び預金勘定 3,302,051 千円 

  現金及び現金同等物 3,302,051
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(リース取引関係) 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 内容の重要性が乏しく、リース契約１件当

たりのリース料総額が300万円を超えるもの

がないため、記載を省略しております。 

同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

種類 
取得価額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの)    

 株式 6,000 15,200 9,200 

 債券 14,977 15,146 168 

 その他 ― ― ― 

小計 20,977 30,346 9,368 

(貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの)    

 株式 ― ― ― 

 債券 ― ― ― 

 その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 20,977 30,346 9,368 

 
２ 当該事業年度中に売却したその他有価証券 

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円) 

828 ― 1,070 

 
３ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

内容 １年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券       

 国債・地方債等 9,999 5,147 ― ― 

 社債 ― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― 

合計 9,999 5,147 ― ― 

 

４ 時価評価されていない有価証券 
前事業年度 

（平成15年３月31日） 区分 
貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関係会社株式  

 子会社株式 10,000 

合計 10,000 

 

当事業年度（平成16年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(デリバティブ取引関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度においては「デリバ

ティブ取引関係」に関する注記は行っておりません。 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

(持分法損益等) 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度においては「持分法

損益等」に関する注記は行っておりません。 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

(関連当事者との取引) 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度においては「関連当

事者との取引」に関する注記は行っておりません。 

 

前事業年度(自平成14年４月１日 至平成15年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 
 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 科目 

期末残高 
(千円) 

役員 
及び 
その 
近親 
者 

飯田 潤 ― ― 
弁護士 
司法書士 
当社監査役 

（被所有） 
直接 

0.15 ― ― 弁護士報酬の支払 
司法書士報酬の支払 

1,400 
889 

前払費用 
― 

800 
― 

※ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

弁護士報酬及び司法書士報酬の支払については、各報酬基準、規程に基づいて決定しております。 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 未払事業税否認 27,000千円 

 仲介手数料前受金加算 22,854

 一括償却資産損金算入限度額超過 2,433

 その他 1,649

  繰延税金資産合計 53,936

 

(繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 △3,793千円 

  繰延税金負債合計 △3,793

  繰延税金資産の純額 50,143

 
(注)平成15年３月31日に「地方税法の一部を改正する法律」

が公布されたことにより、平成16年４月１日以降に開始
する事業年度から、法定実効税率は42.05％に代えて
40.49％を適用致します。なお、当事業年度において翌期
末以降に解消が見込まれるものについては、改正後の地
方税法に基づく40.49％を適用しております。なお、これ
による影響は軽微であります。 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

 未払事業税否認 32,677 千円 

 一括償却資産損金算入限度額超過 2,244 

 その他 123 

  繰延税金資産合計 35,045 

  

(繰延税金負債)  

 その他有価証券評価差額金 △15,868 千円 

  繰延税金負債合計 △15,868 

  繰延税金資産の純額 19,177 

 
 
(注)「地方税等の一部を改正する法律(平成15年法律第９号)」

が平成15年３月31日に、都税条例第33号が平成15年10月
14日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資
産及び繰延税金負債の計算(平成16年４月１日以降解消
が見込まれるもの)に使用した法定実効税率は、前事業年
度の40.49％から40.69％に変更しております。なお、こ
れによる影響は軽微であります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

同左 

 

 

(退職給付関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、当事業年度においては「退職給

付関係」に関する注記は行っておりません。 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 179,916円 19銭 90,100円 76銭 

１株当たり当期純利益 68,043円 09銭 30,910円 87銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

62,364円 84銭 27,734円 11銭 

 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 477,047 788,536 

普通株式に係る当期純利益(千円) 477,047 788,536 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 7,010 25,510 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳(株) 

  

   新株引受権 638 1,896 

   新株予約権 ― 1,026 

普通株式増加数(株) 638 2,922 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要（株） 

― ― 

 

（株式分割について） 

当社は、平成16年１月20日付で１株を３株に株式分割しております。前期首に当該株式分割が行

われたと仮定した場合における前事業年度の(１株当たり情報)の各数値は、以下のとおりとなりま

す。 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり純資産額 59,972円 06銭 

１株当たり当期純利益 22,681円 03銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 20,788円 28銭 
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(１株当たり指標遡及修正値) 

決算短信に記載されている１株当たり指標を平成16年３月期の数値を100として、これまでに実

施した株式分割に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

 平成15年３月期 平成16年３月期 

 中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

１株当たり当期純利益 11,801 12 22,681 03 15,937 07 30,910 87 

１株当たり配当金 0 00 3,433 33 1,866 67 2,800 00 

１株当たり株主資本 45,115 03 59,972 06 82,101 67 90,100 76 

(注) 平成16年３月期に株式分割を実施 

効力発生日 平成16年１月20日に１：３の株式分割 
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(重要な後発事象) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 平成15年３月25日開催の取締役会決議に基づき、平

成15年４月１日をもって株式会社フージャースハー

ト（本社東京都千代田区・資本金50,000千円・出資

比率100％）を設立いたしました。同社は、主に新築

マンションの販売を行っていく予定であります。 

２ 平成15年５月30日開催の取締役会及び平成15年６月

24日開催の第９期定時株主総会において、次のとお

り商法第210条の規定に基づく自己株式の取得を決

議しております。 
(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 
(2) 取得する株式の総数 

300株を上限とする。 
(3) 株式の取得価額の総額 

100,000,000円を上限とする。 
３ 平成15年５月30日開催の取締役会及び平成15年６月

24日開催の第９期定時株主総会において、次のとお

り新株予約権の発行を決議しております。 
(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員 
(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式250株を上限とする。 
   なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整する
ものとする。 

   ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当
該時点で行使されていない新株予約権の目的た
る株式の数について行われ、調整により生じる１
株未満の端数は切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
   また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を

行い本件新株予約権が承認される場合、又は当社
が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は
必要と認める株式数の調整を行う。 

(3) 発行する新株予約権の総数 
250個(新株予約権１個につき普通株式１株。ただ
し、(2)に定める株式の数の調整を行った場合は、
同様の調整を行う） 

(4) 新株予約権の発行価額 
無償とする。 

１ 平成16年５月11日開催の取締役会において、次のと

おり新株式の発行を決議しております。 
(1) 募集方法 

一般募集(ブックビルディング方式による募集) 
(2) 発行新株式数 

普通株式 5,000株 
(3) 払込期日 

平成16年５月28日から平成16年６月３日までの
間のいずれかの日 

(4) 配当起算日 
平成16年４月１日 

(5) 資金の使途 
運転資金 

２ 平成16年５月11日開催の取締役会において、オーバ

ーアロットメントによる当社株式の売出し(三菱証

券株式会社が当社株主から賃借する当社普通株式 

500株(上限)の売出し)に関連して、第三者割当増資

(以下「本件第三者割当増資」という)を行うことを

決議しております。ただし、当該オーバーアロット

メントによる売出しの売出株式数が需要状況により

減少し又は売出しそのものが中止される場合があり

ます。また、三菱証券株式会社が、シンジケートカ

バー取引又は安定操作取引を行う場合、当該取引に

より買付けた当社株式の全部又は一部を当該賃借し

た株式の返却に充当する場合があります。そのため、

本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部

につき申込みが行われず、その結果、失権により本

件第三者割当増資における最終的な発行数がその限

度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場

合があります。 
(1) 発行新株式数 

普通株式 500株 
(2) 払込期日 

平成16年６月18日 
(3) 配当起算日 

平成16年４月１日 
(4) 割当先及び株式数 

三菱証券株式会社 500株 
(5) 資金の使途 

運転資金 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(5) 新株予約権行使時に払込をすべき金額 
   新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決

定される１株当たりの払込金額に(3)に定める新
株予約権１個の株式数を乗じた金額とする。 

   １株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する
日の属する月の前月の各日（取引が成立していな
い日を除く）における日本証券業協会が公表する
当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」とい
う。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の
端数は切り上げ）とする。ただし、当該金額が新
株予約権発行日の最終価格（取引が成立しない場
合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る
場合は、当該最終価格とする。 
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株
式併合を行う場合及び時価を下回る価額で新株
式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、払込
金額について調整し、調整により生じる１円未満
の端数は切り上げる。 

(6) 新株予約権の権利行使期間 
   平成18年７月１日から平成21年６月30日まで 

(7) 新株予約権の譲渡制限 
   新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要

す。 

３ 平成16年５月11日開催の取締役会において、次のと

おり株式分割による新株式の発行を決議しておりま

す。 
(1) 株式の分割の概要 

   平成16年８月20日付をもって平成16年６月30日

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記

録された株主の所有株式数を１株につき３株の

割合をもって分割する。 
(2) 分割により増加する株式数 

   普通株式とし、平成16年６月30日最終の発行済株

式総数に２を乗じた株式数 

   (本取締役会決議日から分割基準日までの間に、

新株予約権の権利行使により発行済株式総数が

増加する可能性があるため、株式の分割により増

加する株式数を具体的に明示しておりません) 
(3) 配当起算日 

   平成16年４月１日 

 

  当期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における(１株当たり情報)の各数値は以下のとおり

です。 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 
１株当たり純資産額 30,033円 59銭

１株当たり当期純利益 10,303円 62銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 9,244円 70銭
 

 

 

(当期中の発行済株式数の増加) 

発行年月日 発行形態 発行株式数 
(株) 発行価格 発行価額 資本組入額 

(円) 

   円 銭 円 銭  

平成15年９月18日 公募増資 1,200 460,800 00 428,000 00 256,800,000 

平成15年12月31日 新株引受権の行使 
(ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ) 711 16,666 70 16,666 70 5,925,474 

平成16年１月20日 株式分割(１：３) 18,000 ― ― ― 

平成16年３月31日 新株引受権の行使 
(ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ) 1,467 16,666 70 16,666 70 12,225,978 

 

 

(役員の異動)  

平成16年６月26日開催予定の第10期定時株主総会において、現在２名の監査役を３名体制とする

予定であり、候補者が確定し次第開示する予定です。 


